
第３０５回 令和８年１０月８日（木） 

「人口急減社会について」 

 

  あと 20 年もすると人口が急減することは避けようがない事実です。労働人口は推測でおよそ

1100万人不足すると言われています。 

 

  これをどう補うか。選択肢の一つは外国から生産年齢人口の労働力を補填することです。しか

し日本で稼いでも現在のような円安が続く限り昔ほどうまみがありません。例えばアジアやアフ

リカなどは今後国が成長し産業が伸びていきますから、わざわざ日本に来るメリットがあるかわ

かりません。 

 

  第２の選択肢はロボットやＡＩの普及です。これはある程度の成長が望めると思いますが、ロ

ボットを導入する初期投資に対し、人口減少社会で利益が確実に計算できるか不透明です。資金

の地盤に乏しい中小の会社は設備投資の上限もあるので無尽蔵にロボット、ＡＩが活用されると

は思えません。 

 

  国家事業としてロボットなどのインフラを導入することも考えられます。高齢者の介護などに

ロボット、ＡＩを活用すれば、初期費用はかかるとしてもその後の人件費は抑えられることにな

ります。２４時間対応できる強みもあります。 

 

  中国の人間型ロボットは「不気味の壁」と呼ばれる人間らしく見えない障壁を超えたようにも

見えます。高齢者の話し相手や世話をすることはロボットの役割になるのかもしれません。 

 

  いま高齢者の介護格差が生まれていて、高い施設（サービス付き高齢者住宅）などは入会金、月

口を含めると何千万単位になるところもあります。今後は資産によって介護してくれるロボット

のクオリティーが変わってくるのかもしれません。 

 

  第３の選択肢は働く高齢者の育成です。健康寿命を延ばす研究への支援が必要ですが、健康な

高齢者が増えれば高齢者に係る社会保障費も軽減されます。また自分で稼げる高齢者が増えるこ

とで年金問題にもメリットがあります。 

 

  ロボットやパワードスーツの開発や、自動運転技術が進歩すれば高齢者の活躍の場は広がると

思います。リスキリングのシステムが整うことで少子化により経営が難しくなる教育機関の活用

にもつながります。 

 

  いずれの選択肢にせよ、可及的速やかに試行されないと間に合いません。政府が未来型の対策

をどのように打ち出すのか、注目したいと思っています。 


